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平成 21 年 12 月 4日 

優和理事会 於万国津梁館 

１．後進国のイメージ 
 

 発展途上国のイメージ、後れているという見方、考え方 
 これは一面からの見方かもしれない 

 価値観の面でも変わりつつある 

 別の視点、見方、ストレス、地震がない、海外との交流、生活費が安い 

 

 

２．あと２年半で本土復帰 40年 
  

 知事の挨拶 

 （１）普通の県になりつつある 

 （２）米軍基地 17％→5.4％ 

 （３）自立と恩返しの気持 

 

 

３．電気自動車の時代 
  

 沖縄は自動車社会、県内 CO?の 60％はガソリン、、、、、、 

 デトロイト ― 中国広東省― 沖縄 

 

５．空港の発展方向（社会基盤） 
  

 沖縄の入り口    

 産業、経済、観光、リゾート、生活、、、、、、 

 15,000 万人の乗降者、パンク 

 観光 12,000～13,000 が限度 

 
 貨物 25 万トン -（5年）- 50～75 万トン 拡大予想 

 国際ターミナル 12 万人（観光 6万人） → 拡大計画 

 

 

６．30 億人の人口と観光 
  

 1.3 億人 → 600 万人の観光客 

 3,000 ㎞、3時間の範囲に 30億人の人口 

 10～30 億人 → 50,000 万人の観光客 

 歴史的に交流の地 

夏場、年末年始、、、、将来 



７．事業所統計 

  
（１）事業所数と年間率 

 （平均年） 

 昭和 47 年 平成 18 年 34 年間 
 年 倍 

 沖縄 8.2 16.7 2.04 

 全国 15.0 23.9 1.59 

 

 （事業所数） 

  千所  倍 

 沖縄 44 70 1.58 

 全国 5,130 5,723 1.12 

 沖縄比率％ （0.86） （1.22） 

 

 平均年倍率×事業所数倍率 沖縄 2.04×1.58＝3.22 

  全国 1.59×1.12＝1.78 

   

 （２）事業所の構成比と変化 

 全国と比較して多い産業 ― 飲食店、宿泊業 5.1％、不動産業 2.3％、卸小売業 1.0％ 

 〃  少ない産業 ― 製造業△5.0％、建設業△2.4％、医療施設△1.1％ 

 

 5 年間（H13 → H18）の変化 

 事業所数   ― 沖縄 △0.8％、全国 △6.9％ 

 増加事業所 ―  沖縄では、医療福祉 700 所、25.5％ サービス業 626 所、4.8％ 

 飲食店、宿泊業 392 所、3.1％ 

 全国では、医療福祉 17.9％ 

 減少事業所 ―  沖縄では、卸小売業△1616、△7.5％ 建設業△489 所、△9.1％ 

  全国では、卸小売業△11.2％ 製造業 14.8％  

  飲食店、宿泊業△9.3％ 建設業△9.6％ 

 

 

８．ファミリービジネス 
 

 （１）地域経営の観点からの重要性 

  面的役割 ― 永続性、ひろがり、理念の継続、反規模の成長、ハンドメイド 

  ファンド ― 一時的、点 

  企業誘致 ― 点 ＞ 面 

 

 （２）ガバナンスの違い、OPM でなくて OOM（自分のお金） 

市場からの牽制ではなくて、先祖、家族、従業員、取引先企業、地域、

社会の目に晒されている。 ― リーダー主導、人間関係の重視 

 

 （３）経済産業部のお金の有効な使い方 

 



９．琉球ゴールデンキングス 
  

 （１）沖縄の特色を生かす 

 

 （２）チャンスを強味にする 

 

 （３）一つの逆転の発想の実験 

 

 

 

10．変化に対応して生き残る 
 

 （１）市場での自社製品が選択される魅力を作る 

 

 （２）実現のための組織としての活動と基盤を整備する。 

 

 

 

11．長寿企業の意識調査 
 

 （１）理念の継続、人間関係の重視 

 

 （２）反規模の成長、ハンドメイド 

 

 （３）OPM と OOM（自分たちのお金） 

 

 （４）面的な広がりと永続性 



平成19年10月　沖縄県　企画部　編集   

100の指標からみた
上位1位の主な項目

No. 指　　標 順　　位前回順位 数　　値 全 国 値
2(3) 米軍基地施設面積（対総面積割合） 1 1 10.41% 0.27%
4(3) 平均気温 1 1 22.7℃ 14.9℃
4(5) 最低気温 1 1 14.3℃ 0.4℃
6(2) 人口（自然増加率） 1 1 0.54% 0.01%
8(1) 年少（0～14歳）人口割合 1 1 18.35% 13.65%
12(2) 離婚率（千人当たり） 1 1 2.71件 2.08件
19(1) 開業率 1 1 6.13% 4.43%
19(2) 廃業率 1 1 8.48% 6.58%
29(2) 新規学卒者の無業者比率（高校卒） 1 1 18.76% 5.66%
29(3) 新規学卒者の無業者比率（大学卒） 1 1 29.99% 14.69%
30(2) 完全失業率 1 1 7.70% 4.10%
85(1) 100歳以上人口（10万人当） 1 1 54.09人 22.22人

主な最下位の項目

No. 指　　標 順　　位前回順位 数　　値 全 国 値
4(2) 快晴日数 47 47 8.3日 30.6日
6(6) 死亡率（千人当たり） 47 47 6.7人 8.6人
8(3) 老年（65歳～）人口割合 47 46 16.52% 20.82%
11(2) 脳血管疾患による死亡数（10万人当） 47 47 58.5人 105.3人
11(4) 不慮の事故による死亡数（10万人当） 47 47 20.90人 30.67人
15 県民所得（一人当） 47 47 1,987千円 2,978千円
16(3) 製造業構成比（生産） 47 47 4.69% 20.88%
31(3) 新規卒業者初任給（大卒・男子） 47 47 161.1千円 196.7千円
35(4) 貯蓄年収比率 47 47 121.43% 229.13%
88 平均年齢 47 47 39.1歳 44.2歳

後進国、開発途上地域か

沖縄県のすがた

1　過去から現在まで
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電気自動車 
 

 

２０世紀は自動車と石油の世紀だった。 

 自動車も石油も都市生活とグローバリゼーションの大動脈になり、石油を大量に使

うことは進歩や文明の象徴と称賛された時期もあった。だが、それらは同時に、地球

上で発生した大きな問題の原因にもなっていた。大気汚染、酸性雨、地球温暖化……。 

 実際、１００年続いた自動車、石油を頂点とする産業秩序は世界的な経済危機とと

もに崩れようとしている。2009 年 6 月のＧＭ破綻はその象徴ではなかったか。 

 

 ２１世紀も自動車は残る。だが、その秩序はこれまでとは全く違うものになるはず

だ。まず石油を精製してできるガソリンは動力源としての地位から徐々に滑り落ち、

走行時には温暖化ガスである二酸化炭素（CO2）を排出しない電池に置き換えられて

いく。 

 リチウムは石油と似て｢偏在｣する資源だ。だから、石油の利権を握ってきたオイル

メジャーや中東オイルマネーの影響力は地盤沈下するものの、代わりに｢ボリビアを

制する新勢力｣が台頭する。２１世紀はそうした企業が独占や寡占を築き、新たな資

本主義を築いていく可能性がある。 

 

米ミシガン州デトロイト 

 

ビッグスリ－とともに発展したミシガン州はいま、｢ラストベルト（赤錆地帯）｣と

呼ばれ、失業率は全米一、旧ＧＭ本社があったデトロイト市街地は殺人事件発生率が

上昇している。 

 だが、事態を打開しようと地方と連邦政府が手を握る。ミシガン州知事、ジェニフ

ァー・グランホルムは 09 年 1 月、同州を次世代電池の開発・生産拠点とするための

州法にサインした。リチウムイオン電池などの開発部門を同州内に設ける企業に対し、

3億 3500 万ドルの助成金を支給するというものだ。 

 8 月上旬、米大統領バラク・オバマは 24 億ドルの電池開発支援策を表明した。｢半

分超の 13億ドルはミシガン州に落ちることになるだろう｣「世界の自動車の中心は 21

世紀も五大湖周辺。ハイブリット車も電気自動車も輸入でなく、ここで作られる」。

オバマは 08年秋の選挙戦での公約を果たそうと、奔走する。 

 

中国広東省 

 

 09 年 1－6 月、米国を抜き、世界最大の自動車市場に躍り出た中国。最も成長が著

しい広東省を拠点に世界をうかがう 2 つの企業が 09 年 5 月、リチウムイオン電池で

提携した。中国の電池メーカー、比亜迪（BYD）と中国で最も高い販売シェアを握る

ドイツのフォルクスワーゲンだ。 

「リチウムイオン電池は 21 世紀の石油」と考える中国政府の産業政策もあり、BYD

には米国の著名投資家、ウォーレン・バフェットも投資した。 
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沖 縄 

 

「グリーンニューディール沖縄プロジェクト」。09 年 1 月、こんな企画書が沖縄財界

に出回った。県内を走る 1 万 4000 台のレンタカーを電気自動車に切り替え、電源に

は風力や太陽光など自然エネルギーを活用する。5年で CO2を 20％減らせるのだとい

う。 

 商工会議所の面々は、企画書の筆者、東京大学教授の宮田秀明に会いに東京へ出向

いた。 

「面積が限られており、観光産業が盛んな沖縄だからこそ、このビジネスに適合する

んです」。4月に那覇市で開いた講演会で、集まった地元企業の代表者ら 200 人は宮

田の言葉に目を輝かせた。走行距離が 200 キロに届かない電気自動車も、本島の面積

が約 1200 平方キロメートルの沖縄なら問題ない。レンタカーやリースの業者から導

入していけば普及するのではないか―。 

 人口 138 万人。製造業など大手企業の誘致が難しい沖縄だが、電気自動車を活用す

れば、発電、送電、充電のインフラ整備やそのシステム管理など産業の裾野が広がる。

雇用の受け皿にもなる。「先端ビジネスのテストベッドになることは観光に次ぐ沖縄

の生きる道。電気自動車はその第一歩です」。商工会議所で企画を担当する松本宗久

はそう声を弾ませている。 

 

 

2009 年 10 月 21 日発行 日本経済新聞社編 

「自動車新世紀・勝者の条件」から抜粋   








